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＊厚生労働省
・全国児童相談所長緊急会議資料（6月14日開催／7月1日公開）P.3
・令和元年版自殺対策白書（7月16日閣議決定）P.3
・平成30年版厚生労働白書－障害や病気などと向き合い、全ての人が活躍できる社会に（7月9日公表）P.3

＊いじめ
・高2自殺で山口県教委、「いじめ」教員処分見送り　「指針に該当せず」　遺族「憤慨している」（毎日新聞・7月23日）P.4
・電話で言えない「悩み」聞く　LINEいじめ相談の現場（日経新聞・7月28日）P.4
＊虐待
・“密室”でのネグレクト発覚困難　母親と接点持つ工夫を（産経新聞デジタル・7月1日）P.6
・児相にAI　虐待の深刻度など分析　三重で実証実験　全国初（毎日新聞・7月3日）P.7
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＊体罰
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・尾木直樹氏「耳を傾けて」/桑田真澄氏「なぜ」教える（日経新聞・7月9日）P.11
・《あすを生きる》スポーツ界のハラスメント 断ち切る機運高まる（上毛新聞・7月7日）P.13 

・体罰の呪縛　部活動の暴力「指導者の評価基準　見直しを」（神奈川新聞・7月24日）P.15
・「昔の自分は未熟で臆病だった」　指導者の後悔（神奈川新聞・7月24日）P.15
＊障がい
・知的障害者にわいせつ疑い　４６歳男逮捕「騒がれない」（産経新聞デジタル・7月21日）P.19
＊子どもの貧困
・子どもの貧困に新指標　衣食困窮・公共料金滞納・養育費（朝日新聞・7月29日）P.19
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・シングルマザーのつながり深め支援充実を　全国協議会、7日に発足（毎日新聞・7月3日）P.25
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・未成年の自殺増え599人　18年、学校起因が最多（日経新聞・7月16日）P.28
・刑法犯認知件数、最少ペース　19年上半期36万件（日経新聞・7月18日）P.29
・京都放火事件の報道やネットなどの風評でつらい思いをしている皆さまへ（7月20日）P.30
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＊文部科学省
・学校教育の情報化の推進に関する法律(通知)（6月28日公布・施行／7月1日公開）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1418577.htm
（法律の目的）
この法律は，高度情報通信ネットワーク社会の発展に伴い，学校における情報通信技術の活用により学校教育が直面する課題の解決及び学校教育の一層の充実を図ることが重要となっていることに鑑み，全ての児童生徒がその状況に応じて効果的に教育を受けることができる環境の整備を図るため，学校教育の情報化の推進に関し，基本理念を定め，国，地方公共団体等の責務を明らかにし，及び学校教育の情報化の推進に関する計画の策定その他の必要な事項を定めることにより，学校教育の情報化の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し，もって次代の社会を担う児童生徒の育成に資することを目的とすること。
・「再犯防止推進計画」を受けた児童生徒に係る取組の充実について（通知）（7月3日通知／7月16日公開）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shugaku/detail/1418962.htm
・いじめ防止対策協議会（平成29年度）（第3回）　配付資料（3月28日開催分）（7月2日公開）
· （資料1）いじめ防止対策協議会設置要項・委員名簿 
· （資料2）SNS等を活用した相談体制の構築に関する当面の考え方（最終報告）（案）  
· （資料3－1）いじめ防止対策に係る事例集（案）項目一覧
· （資料3－2)いじめ防止対策に係る事例集（案）
· （参考資料１－１）いじめ防止対策の推進に関する調査結果に基づく勧告（概要）  
· （参考資料1－2）総務省「いじめ防止対策の推進に関する調査結果に基づく勧告」を踏まえた文部科学省の対応について
· （参考資料2－1）いじめ対策・不登校支援等総合推進事業  
· （参考資料2－2）SNSを活用した相談体制の構築  
· （参考資料2－3）いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究  
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/131/131_1/shiryo/1418375.htm
＊厚生労働省
・全国児童相談所長緊急会議（6月14日開催／7月1日公開）
· 『児童虐待防止対策におけるルールの徹底について』（資料）
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000524723.pdf
・令和元年版自殺対策白書（7月16日閣議決定）
· （本体）https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/jisatsu/19/index.html
· （概要）https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/jisatsu/19-2/index.html
・平成30年版厚生労働白書－障害や病気などと向き合い、全ての人が活躍できる社会に（7月9日公表）
· （本文）https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/kousei/18/
· （概要版）https://www.mhlw.go.jp/content/000524475.pdf
· （資料編）https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/18-2/
· 「人口100人で見た日本」　　　　
https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/18-3/dl/02.pdf
· 「日本の1日」https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/18-3/dl/02.pdf
＊いじめ
・高2自殺で山口県教委、「いじめ」教員処分見送り　「指針に該当せず」　遺族「憤慨している」（毎日新聞・7月23日）
　山口県周南市で2016年、県立高2年の男子生徒（当時17歳）が自殺した問題で、県教委は23日、県の第三者委員会が事実上のいじめ行為を認定した教員について、懲戒処分を見送ったと発表した。県教委は認定を「重く受け止める」としていたが、「懲戒処分の指針には該当しなかった」と説明している。当時の校長は減給の処分とした。遺族は不処分の判断に疑問の声を上げている。
　いじめ防止対策推進法は教員によるいじめを規定していない。だが、県の第三者委「県いじめ調査検証委員会」は今年2月の最終報告で、同級生らのいじめに加えて、一部教員が授業中に生徒の名前を不必要に連呼したなど五つの言動を「いじめに類する行為」と異例の認定をしていた。
　県教委は、報告書を踏まえて当時の教員から聞き取り調査。5項目について教員2人が該当する言動をしていたと確認したが、県教委の懲戒処分指針で規定する交通事故や飲酒運転、体罰などに当たらないと判断したという。
　一方、当時の男性校長（60）はいじめに関するアンケートをしていなかった時期があったなどとして23日付で減給10分の1（1カ月）の懲戒処分にした。当時の教頭2人を文書訓告とし、野球部顧問は生徒の入部時に保護者の意向確認をしなかったなどとして口頭厳重注意とした。
　「いじめに類する行為」を認定された教員の不処分に、亡くなった生徒の両親は「率直に言って、憤慨しています」などとコメントを出した。「処分を通じて教員たちが事実に向き合い、責任感を強めてもらえるものと期待していた」とし、教員らの反省や再発防止の取り組みについて改めて遺族に説明するよう求めている。
　男子生徒は16年7月、周南市の駅構内で貨物列車にはねられ死亡した。検証委は、生徒が所属していたテニス部員からのいじめや、自殺する1週間前の野球部へのなし崩し的な入部で板挟み状態となり、絶望感が高まって自殺のきっかけになった可能性を指摘していた。
https://mainichi.jp/articles/20190723/k00/00m/040/417000c

・電話で言えない「悩み」聞く　LINEいじめ相談の現場（日経新聞・7月28日）
ドキュメント日本 社会
いじめに苦しむ子どもの相談窓口で無料対話アプリ「LINE」の活用が広がっている。子どものSOSを早期にくみ取る活動として、文部科学省は自治体の相談事業に費用を助成しており、厚生労働省も昨年、市民団体と共同事業を始めた。だが声色すら分からない対話にはもどかしさも難しさもある。葛藤を重ねる相談員の現場を訪ねた。（酒井愛美）
「学校に行きたくない。友人関係がしんどい」
「関係を良くしたいんだね。どうすればいいか一緒に考えようか」
ある平日の夕方、東京都内のオフィスビルで、相談員がパソコン画面に向き合っていた。相談相手は女子高校生。だが分かっているのは学年と性別くらいだ。それでも「（なぜ関係がこじれたか）わからないです」「共通の友達に聞いてみてもいいかもね」と対話を重ね、20分間で約30回のメッセージを交わした。
臨床心理士などの資格を持つ30代の男性相談員は「相手に合わせて言葉を選びながら、心の距離を縮めている」と語る。同じ内容でも「ビックリだね」と「驚いたね」では相手が受ける印象が違う。「本当に伝えたい思い」を引き出すには、親近感を持ってもらう工夫が欠かせないという。
男性が働くのは中高生向けLINE相談業務を請け負う「ダイヤル・サービス」（東京）。午後5時ごろ、6人前後の相談員が出勤し、LINEが届くのを待つ。キーボードを打つ音が響く静かな職場だが「こんな悩みが来ているんだけど」「もっと柔らかい言葉で伝えたほうがいいんじゃない」と相談員同士で話し合うことも少なくない。
自治体の電話相談事業を受託する同社がSNS（交流サイト）相談を始めたのは約2年前。担当する深津研太さん（41）は「今の子どもはあまり電話を使わない。LINEならちょっとした愚痴でも気軽に相談してくれる」と話す。
子どものSOSの第一報は、電話からSNSなどに移りつつあるようだ。一般社団法人「日本いのちの電話連盟」（東京）によると、全国の窓口に寄せられた電話相談のうち、10代以下からは2017年に2万578人だった。12年の3万1779人から5年で35%減っており、全体の減少幅（13%）を大きく上回った。
新潟県教育委員会によると、18年度の中高生向けLINE相談件数は2243件で電話相談の倍近い。相談者アンケートでは85%が「丁寧で良かった」と回答した。
相談員は当初の3倍の約30人に増えた。いずれもスクールカウンセラーや臨床心理士などの資格を持つ正社員か契約社員で、20～30代が中心だ。
メッセージを返してこない相談者も多い。ただ、男性相談員は「子どもが無理に対話を続けなくていいのもLINE相談のメリット」と指摘する。同社では相談内容や個人情報を厳重に管理しつつ、相談員同士で事例を共有し、ノウハウを蓄積している。
それでも、文字のやり取りには限界がある。「死にたい」というメッセージと共に自傷行為とみられる写真が送られてきたことも。「ヒヤッとするが、本人の写真ではなくネット上で拾った画像かもしれない。冷静に気持ちを聞く作業を繰り返す」と深津さん。
命の危険に関わる緊急事案の場合は、警察や児童相談所の現場対応につなげることもある。自治体の相談事業は期間限定の場合があり、悩みを抱える子どもがいつでも頼れる存在とは言い難い。
顔も声も分からないからこそ訴えられる本音にどう向き合うか。相談員の模索が続く。
■いじめ認知、最多41万件超
文科省の問題行動調査によると、2017年度の全国の小中高校などで認知されたいじめの件数は41万4378件で過去最多。前年度比で3割近く増えており、小学校は約31万7千件、中学校は約8万件だった。
早期に対応するため軽微でもいじめと捉える傾向が強まったためとみられるが、いじめが原因の自殺は10件あり、深刻な事案も目立つ。
同省が昨年、30自治体の児童生徒を対象に行ったSNS相談には1万1039件の相談が寄せられた。「友人関係」の22%に次いで「いじめ問題」が10%を占めた。
国や自治体は相談体制の充実などを急いでいるが、近年はSNSなどインターネット上の閉鎖空間でのいじめも目立ち、学校や家族が把握できない事例も少なくない。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO47831410W9A720C1SHB000/

＊虐待
・“密室”でのネグレクト発覚困難　母親と接点持つ工夫を（産経新聞デジタル・7月1日）
　２歳１１カ月の長女を数日間にわたり自宅に放置して低体温症で死亡させたとして、宮城県警は保護責任者遺棄致死の疑いで、母親の土屋りさ容疑者（２５）を逮捕した。土屋容疑者はネグレクト（育児放棄）だった疑いがある。児童虐待の中でも、ネグレクトは家庭内の“密室”で静かに進行し、周囲に気づかれにくいとされる。発覚の端緒となり得る乳幼児健診などを受けさせないケースもあり、専門家は「地域と接点がない家庭では、特に表面化しづらい」とネグレクト特有の難しさを指摘する。
　厚生労働省によると、全国の児童相談所で平成２９年度に虐待として対応した１３万３７７８件のうち、ネグレクトは２万６８１８件で全体の２割を占めた。
　また、２８年度中の虐待による死亡事例（心中を除く）４９人のうち、ネグレクトは１９人に上り、加害者は母親１１人、両親５人と母親の関与が目立った。
　元児童相談所長でＮＰＯ法人「おかやま児童虐待事例研究会」の松尾冀（のぞむ）代表は虐待予防に向け、「保健師らによる戸別訪問や乳幼児健診などを通じ、子供の発育状況などに関する情報をつかんでおくことが重要だ」と指摘する。
　札幌市で今年６月、女児（２）が衰弱死した事件では、１年前の１歳半健診の際、女児は標準より約３キロ少ない６・７５キロ、身長は約１０センチ低い６８センチだった。ただ、母親が「食事は与えており、よく食べる」と説明し、市はあざや傷はなかったため、虐待の疑いはないと判断していた。
　一方、虐待が疑われる児童らに対する安全確認の全国調査では昨年６～１１月に「虐待あり」とされた児童１４３人のうち、９・１％にあたる１３人が乳幼児健診を受けていなかった。
　仙台市の事件で「育児に疲れた」と供述している母親の土屋容疑者。松尾氏は「育児に不安を感じている母親には、民生委員らの協力も得ながら接点を持ち続ける工夫が求められる。子供の誕生日にプレゼントを持っていって声をかける手もある」と話した。
https://www.iza.ne.jp/kiji/events/news/190701/evt19070117470021-n1.html

・児相にAI　虐待の深刻度など分析　三重で実証実験　全国初（毎日新聞・7月3日）
　産業技術総合研究所（産総研）などが開発した児童虐待の深刻度などを人工知能（AI）を使って分析するシステムの実証実験が2日から開始した。三重県内2カ所の児童相談所と県児童相談センター（津市一身田大古曽）に計11台のタブレット端末を導入し、円滑な児相業務の支援や迅速な対応ができるかなどを分析する。児相でAIを導入するのは全国で初めて。
　システムのベースは、県内の児相が2014年から5年間で対応した記録約6000件をデータ化したもの。児童の氏名や年齢などの基本情報や児童の様子やけがの有無などの状況を入力することで、過去のデータを参考に一時保護の必要性などを分析する。一時保護の必要性はパーセンテージで表示され、再発の確率や解決までの日数も予測できる。
　2日に行われた説明会では、開発に携わった産総研の高岡昂太研究員らが出席し、使用方法などを説明した。実際にタブレット端末を操作した鈴木英敬知事は「操作が簡単で経験の浅い職員やはじめての方でも判断しやすい。迅速に対応でき、再発防止策としても期待できる」と高く評価した。
　ただ、AIはあくまで過去のデータを基に結果を出すもので、特異事例の予測は難しい。最終的な判断は職員らで行うことが求められる。高岡研究員は「児相の業務支援と子どもへの一刻も早い対応を手助けするひとつのツールとして活用してほしい」と話している。
https://mainichi.jp/articles/20190703/k00/00m/040/037000c
・4カ月の子にも「感情的に」　市が調査「怒鳴る」「たたく」「口ふさぐ」も／兵庫・丹波篠山市（Yahooニュース／丹波新聞・7月9日）
　児童虐待が社会問題となる中、兵庫県丹波篠山市が昨年度、4カ月、1歳7カ月、3歳児の各健診を受診した保護者を対象にしたアンケートによると、4カ月児の保護者で「しつけのし過ぎがあった」「感情的になって叩いた」「感情的に怒鳴った」など7つの設問に一つでも回答した保護者が7・5％あり、1歳7カ月では20・9％、3歳では36％あることが分かった。
　アンケートは、国の「健やか親子21（第2次）計画」に基づくもので、「幼児期からの児童虐待の防止」という目的に沿った設問。
　4カ月健診（対象251人）は240人が受診し、保護者226人が回答（回答率94％）。1歳7カ月健診（同283人）は282人が受診し、254人が回答（同90％）。3歳児健診（同305人）は297人が受診し、267人が回答（同90％）。
　「しつけのし過ぎがあった」「感情的に叩いた」「乳幼児だけを家に残して外出した」「感情的な言葉で怒鳴った」「子どもの口をふさいだ」などの設問から複数回答させた。
　いずれの年代でも「長時間食事を与えなかった」「子どもを激しく揺さぶった」と回答した保護者はなかったが、「感情的な言葉で怒鳴った」が一番多く、「感情的に叩いた」などが続く。
　一方で、「お母さんは、ゆったりとした気分でお子さんと過ごせる時間があるか」の問いに対し、「はい」と答えたのは、4カ月で88・3％、1歳7カ月で73・2％、3歳児で69・4％だった。
　　親による子どもへの体罰を禁止し、児童相談所の体制強化を柱とする国の改正児童虐待防止法などが、一部を除き来年4月から施行されることもあり、市健康課は、「かわいい盛りの4カ月児にも感情的になる保護者は、数は少ないが『0』ではない。早いうちから、よい親子関係が築けるような支援ができれば」と言い、「しつけをきちんとしたいという思いと、ついイライラと感情的になり、自分を責める母親もいる。夫婦間や家族の問題ともからみ、周りに相談できずにいる人もいる。健診などを通じて、目を配っていきたい」としている。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20190709-00010000-tanba-l28

・虐待被害児らの一時保護所で人権侵害　都の第三者委指摘（朝日新聞・7月18日）
　虐待などの理由で児童相談所（児相）に保護された子どもたちが最初に身を寄せる「一時保護所」について、東京都の第三者委員が、子どもを管理するルールを「過剰な規制で人権侵害にあたる」と指摘していたことが、朝日新聞が入手した資料でわかった。一方で、定員超過や職員不足が運営に悪影響を及ぼしていることにも言及している。
保護した子、会話も笑顔も許されず　「まるで刑務所」
　３月末に都に提出された意見書を、情報公開請求で入手した。一時保護所は児相が運営し、被虐待児や非行などの子を２４時間受け入れ、保護する施設。所内での子どもたちの処遇をめぐっては、各地で問題が指摘されているが、第三者の立ち入りが極めて難しいため、具体的な問題点が明らかになることはこれまでほとんどなかった。
　意見書は、一時保護所によって実情は少しずつ異なるものの、私語禁止や会話を制約するなどのルールを課すほか、子ども同士が目を合わせることまで禁じる指導をしているところがあると指摘。職員は個人情報を話すことを制限しているだけだなどと説明しているが、「どのルールも管理思考で、子どもの人権擁護の視点に欠ける」と指摘した。
　また、ルールを守れない子どもに対して、壁に向かって食事をする▽廊下についたてを立ててその中で辞書を書き写す▽体育館の中やグラウンドを何周も走る――などが強いられている状況も報告。「ルール違反に対する指導の名の下に罰を与えているとしか言えない」「本来は内省を深める目的の個別処遇が、罰になっていないかも再検討を要する」などとした。
　子どもの権利に詳しい川村百合弁護士は「自治体によってはよい処遇をしようとしている所もあるが、東京だけの問題ではない。全国共通の課題と考えるべきだ」と指摘する。（編集委員・大久保真紀）
　　　　　◇
　〈一時保護所〉　虐待や非行などの理由で保護が必要と児童相談所長か都道府県知事が判断した子どもたちが最初に生活する場所。各都道府県に最低１カ所あり、全国には２０１８年１０月時点で計１３７カ所ある。東京都内の７カ所の１７年度の総定員は２１３人。新規入所者は２１０７人で、全国の一時保護所入所者数の１割弱を占めた。児相は一時保護の間に子どもの心身の状態や家庭環境などを調べ、家庭に帰せないと判断した場合は児童養護施設に入所させたり、里親に委託したりする。一時保護の期間は原則２カ月までで、全国の平均在所日数は約３０日。その間は、原則として学校に通えない。
https://www.asahi.com/articles/ASM7L04LJM7KUTIL04Z.html?iref=comtop_list_edu_n05
＊体罰
・部活体罰、成人後もトラウマに　暴力再生産の根深い構図（朝日新聞・7月3日）
　ある東北地方の２０代の男性は中学時代、強豪校の男子バスケットボール部に所属。顧問の指示通りにプレーができないとコートの横で腹を殴られ、顔を平手打ちされたという。当時は「体罰は結果を残すため」と思っていた。男性の代では県大会で上位入賞。「部活の成績が加味されて高校に推薦入学できた。自分にとって成功体験」だった。
　しかし２０１２年、大阪市立桜宮高校バスケットボール部の主将の男子生徒（当時１７）が顧問の暴力がもとで自殺。自身の経験と重なり、教師を目指して進学した大学で体罰の論文を読み込んだ。「体罰はよくない」と頭で理解しても、厳しく指導する場面では仕方ないとの思いがあった。「自分の過去は否定しづらかった」と葛藤を明かす。だが、次第に「体罰はすべきではない」と考えが変わった。男性は小学校の教師になった。「恐怖を与えて言うことを聞かせる体罰は長い目では将来につながらず、指導とは言えないと思う」
血で汚れたＴシャツ、教諭が捨てさせる
　兵庫県の公立高校男子バレーボール部の元部員の４０代男性は「監督の男性教師から、ささいなミスでほぼ毎日殴られたり、たたかれたりしていた」と振り返る。成人してからもトラウマに苦しんでいるという。「たたかれる時は『ハイ』と返事をしなければならない。パチン、ハイ、パチン、ハイが延々と続いた」。唇や口の中からの流血でＴシャツが汚れることもあった。
　「教師はいつも新品のＴシャツを袋に入れていた。着替えさせ、汚れたＴシャツは捨てさせた。親に発覚しないようにするためだったのでは」と振り返る。
　男性は「何年たっても教師に殴られる夢にうなされる。殴られても殴られても部活を辞めさせてもらえず、追い詰められる夢です」と訴える。
　九州地方の小学校教師の女性（３９）は中学のソフトボール部で監督の男性教師から体罰を受けた。空振りやエラーのたびにビンタされ、フライを捕れないと「消えろ」「死ね」。たたかれながら教師の気が済むのを待ったという。
　「ミスした自分が悪い」と思い込み、親にも相談できなかった。部活をしないと高校受験で不利との理由で、退部もできなかった。
　数年前、同僚の教師が子どもを怒鳴りつける様子を見るなどして、不眠や吐き気がでて精神科を受診。ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）と診断され、「中学時代の体罰が関係している」と医師に言われた。
　女性は「自分の指導力不足で子どもが動かないのに、脅して動かそうとする指導者が少なくない。体罰がいかに心に長く傷を残すかを実感しており、私は絶対に子どもに体罰をしない」と話す。
　文部科学省は体罰を「受けた生徒のみならず、その場に居合わせて目撃した生徒の後々の人生まで、肉体的、精神的に悪い影響を及ぼす」としており、学校教育法でも禁止している。なぜ、なくならないのか。
「成果」出した指導者、異動させず
　早稲田大の友添秀則教授（スポーツ倫理学）は、「勝利至上主義」を挙げる。スポーツで知名度をあげようとする学校は少なくなく、指導者は全国大会での活躍が仕事上、「必須」。生徒側も好成績を残せば進学につながる。結果を出した指導者をブランド力をあげるために長年異動させない結果、他者がものを言えない状態になるケースも少なくない。こうした環境だと「勝つためには何をしても許される」と指導者が勘違いしがちだという。
　また、「体罰が嫌な人はスポーツをやめ、『愛情だった』などと肯定的に捉えた人がスポーツ界に残って指導者になるため暴力が再生産される」という。
　大阪体育大（大阪）では、スポーツ指導での暴力根絶を目指す講義「運動部指導実践論」を、土屋裕睦（ひろのぶ）教授（スポーツ心理学）が開いている。「ミスを繰り返す選手を走らせるのは体罰か」といった実際の指導で起こりうる場面を想定し、体罰の是非を学生が議論。授業後には体罰否定派が増えるという。
　部活の「自治」を提唱するのは、関西大の神谷拓教授（スポーツ教育学）。「部の目標や方針」「練習の内容」「出場メンバー」などを、子どもが中心になって決める。宮城や山梨の学校で実践してきた。「みんなで話し合う場を設けることで体罰は抑止できる」と話す。
　いま体罰に苦しむ子はどうしたらいいのか。「自分が悪いと思わず、まずその場から離れる。教育委員会やスクールカウンセラーなど複数に相談し、しっかりと対応してくれる大人を探して欲しい」と話す。
https://www.asahi.com/articles/ASM6Q7J9CM6QPTIL016.html?iref=comtop_list_edu_n02
・尾木直樹氏「耳を傾けて」/桑田真澄氏「なぜ」教える（日経新聞・7月9日）
体罰なき子育て～インタビュー編（上）
体罰禁止を初めて盛り込んだ改正児童虐待防止法が成立した。体罰根絶に先行して取り組んだ教育、スポーツの専門家は「体罰は逆効果」と指摘し、子供に耳を傾ける姿勢が自発性を生み出すとアドバイスしている。
■尾木直樹氏（教育評論家）　「どうしたの」耳を傾けて
尾木直樹（おぎ・なおき）氏　1947年滋賀県生まれ。早稲田大教育学部を卒業後、中学、高校、大学の教員を計44年間務める。約230冊の著作の中には体罰を使わない子育てを提唱するものが多数ある。
――文部科学省は学校の体罰に関する基準を公表しています。
学校基本法が体罰を禁止しているにもかかわらず、体罰が親にも校長にも評価される時代が長く続きました。近年では体罰に対する懲戒処分も厳しくなりましたが、まだ意識改革は道半ば。家庭での体罰禁止も、社会全体の認識を変えていかなければ実現しません。
僕は教員の頃、「絶対に体罰をしない」と宣言し、同僚にも「研修のつもりで殴るのを我慢してみて」とお願いしました。それで指導がうまくいくとぴたっと体罰をやめる。成功体験の積み重ねが重要だと思います。
――体罰の代わりにどのような方法で子供を指導したのですか。
僕は生徒に「どうしたの先生」と呼ばれていました。いつも「どうしたの？」と語りかけるからです。生徒がたばこを吸っているのを目撃した場面でも、なぜ悪いことをしてしまうのか、なぜそうした行動が悪いのかを一緒に考えました。
――「どうしたの」で子供から本音を引き出すことはできるでしょうか。
無理に引き出す必要はないんです。何も言ってくれないなら「言いたくないんだね」と共感を示して寄り添うだけでいい。その場で問題を解決できなくても、長期的な視点で考えるんです。
――体罰禁止が甘やかしにつながるということはないでしょうか。
ありません。むしろ体罰はしつけに逆効果。一昨年、東京医科歯科大と米ハーバード大が、しつけでお尻をたたかれた子供は問題行動をする割合が大きいという研究結果を発表しました。
体罰を受けると子供はその場では問題行為をやめる。でもそれは痛みや恐怖を避けるための条件反射で、本質的な理解につながりません。子供が本当に理解するまで何度も教えられれば、自分で善悪を考えられる力が身につきます。
■桑田真澄氏（元プロ野球選手）　理論学び「なぜ」を教える
桑田真澄（くわた・ますみ）氏　1968年兵庫県生まれ。PL学園高卒業後、86年に巨人に入団。米大リーグのパイレーツでもプレーした。2008年に引退後は少年野球や東京大野球部で指導者としても活躍した。
――2012年に大阪市立桜宮高校のバスケットボール部員が自殺した問題を受け、スポーツ界では体罰根絶の機運が高まりました。桑田さんは以前から、体罰のない指導を提言しています。
体罰で子供は自分で考える意志をなくします。プレーも失敗を恐れて消極的になる。例えば野球の守備で、ボールを後ろにそらさないよう膝をついて体で止めるようになる。送球までの動作が遅くなり、ランナーをアウトにする本来の目的から逸脱してしまう。体罰では子供は上達しません。
――体罰なき指導はどのようなものですか。
「なぜならば」を教えることです。なぜこの練習が必要なのか、時間をかけて伝えて自発的に取り組んでもらう。そのためには指導者も最新の理論を学ばなければいけません。自分の経験だけで指導はできない。
そして、子供に敬意を払い、意見を引き出す。子供の発想から指導者が学べることもあります。私はバットを握る左右の手をくっつけるように指導していました。しかし、「離した方が手首が返しやすい」という子がいた。実際にやってみると確かにそう感じた。今ではパワーのない子には離した握り方も試してもらっています。
――指導法は家庭でも応用できるでしょうか。
2人の息子に対しては、同じように自発性を引き出すことを心掛けてきました。もちろん「殴ったろか」と思うこともありましたよ。でも殴っても何も解決しませんし、子供は親の考えるとおりにならないと思えばこらえられます。
大人は人生の正解を知っていると思い、答えを教えて子供に失敗をさせまいと思いがちです。でも子供は失敗からも多くを学びます。野球は3割打てば一流打者。失敗の方が多いんです。大事なのは失敗から学ぶ姿勢。親は一歩引いて見守ればいいんです。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO47091930Y9A700C1CR8000/
・《あすを生きる》スポーツ界のハラスメント 断ち切る機運高まる（上毛新聞・7月7日）  

体罰や暴言を排除すると約束した桐生第一高バスケットボール部
　「殺すぞ」。群馬県の桐生第一高で４月、サッカー部の男性コーチが部員に暴言を吐き、平手打ちなどの体罰をした。同校はその後、コーチを指導から外した。
◎「スパルタ 下の世代にも伝わる」
　全国の運動部で、指導者による部員への体罰や暴言は後を絶たず、県内でも高圧的な指導が相次いで発覚している。一方、そうした現状を変えようという機運が高まり、学校側は時代に合った指導法の模索を始めている。
　同校は５月、硬式野球やサッカー、ラグビーなど全国レベルの七つの部活動を一元運営するための組織を設立した。管理体制を見直し、ハラスメントのない環境を整えるのが狙い。全国の高校で初めての取り組みだ。主導する同校強化指定クラブマーケティング室長の近藤洋介さん（46）は「暴力、暴言を一切排除する」と約束した。
　近藤さん自身もバスケットボールに打ち込んでいた高校時代、指導者から怒鳴られ、殴られることもあった。心無い言葉を浴びせられ、退部した。それから30年。相変わらず全国の体育館やグラウンドで怒号が飛び交う現状を憂う。「体罰は大人の問題。根絶への強い意志と、指導者を教育するシステムが必要」とし、改革実現に意欲を燃やす。
　なぜ、スポーツ指導の現場から体罰や暴言がなくならないのか。今年の全日本バレーボール高校選手権に出場した西邑楽高女子バレー部の吉田充昭監督（45）は「以前、スパルタ指導で選手を強くした時代があった。それが下の世代にも伝わって残っている」と分析する。
　負の連鎖をなくそうと、吉田監督は新たな試みを始めた。中学生向けに開いたバレー大会の要項に「指導者は『絶対に怒らない大会』として実施します」と記した。プレーに失敗して萎縮する選手はいなくなり、各監督は試合運びを選手に委ねるなど、主体性を重んじるようになったという。
　前橋東高柔道部の今川直明監督（58）も、体罰や暴言などのイメージを払拭ふっしょくする必要性を感じる。全国高等学校体育連盟柔道専門部の副部長として、フランスの子どもを教えた時のこと。現地の指導者が怒鳴ることは一切なく、子どもが明るく楽しそうに技を繰り出すのを見てはっとした。
　同国の柔道人口は日本の数倍。「指導者が自覚しなければハラスメントはなくならず、日本の柔道人口が増えることもない」と危機感を抱く。
　生徒の自主性にどこまで任せるべきかなど、現場の悩みは尽きない。「だからこそ、より適切な指導法を学び続けようとする指導者の姿勢が重要だ」。吉田監督は確信している。
　【メモ】　大阪市の市立高バスケットボール部の男子生徒が体罰を理由に自殺した問題を受け、文部科学省は2013年、指導のガイドラインを策定。「勝つことのみを重視し過重な練習を強いる」ことを禁じた。それでも体罰はなくならず、改革の議論が続いている。
◎指導者の負担 分散を…上武大准教授・小野里真弓さんに聞く
　職場や学校などさまざまな場で人権意識が高まり、スポーツ界でまかり通ってきた高圧的な指導などの悪習を見直す動きが広がっている。スポーツマネジメントに詳しい上武大の小野里真弓准教授は「指導者の負担を分散し、子どものニーズをくみ取る仕組みが必要」と未成年へのハラスメント防止策を指摘する。
―国内の取り組みはどう始まったのか。
　選手の権利保護への意識が強まったのは1990年代に競泳で活躍した千葉すず選手の時。シドニー五輪代表選考で標準記録を突破して優勝したが落選し、理由も説明されず、スポーツ仲裁裁判所に訴え出た。選考基準が明確化されるきっかけとなった。
―近年、レスリングやアメリカンフットボールなどさまざまな種目のトップクラスの組織で問題が噴出した。
　社会全体で基本的人権を守り、暴力を排除するという議論が高まった成果だ。問題が起きる理由の一つに特定のキーマンへの仕事の集中がある。手弁当で指導から運営まで担わざるを得ない状況が個人の影響力を拡大させる。構造的問題で、企業から地域の小中学生のクラブまで当てはまる。その延長線にさまざまなハラスメントがある。
―防ぐためにはどうすればいいか。
　「選手を強くしたい」と考える点は問題のある指導者も同じ。指導ライセンス制に加え、サポート人材を確保するなど組織の運営面を強化して負担分散を図らなければいけない。「パワーハラスメントをするまでに追い込まれた」と捉え、要因を探るのも重要だ。
―勝利への過剰な重圧が根底にある。
　試合で最高のパフォーマンスを発揮することを本業とするプロと異なり、学生スポーツや部活動は教育の一環だ。人間的に成長させる視点を持てないなら指導者としての資質に欠ける。試合に出られない多くの部員が競技に関わる意義や価値を見いだすべきだ。勝利至上主義には限界がある。
―重視すべき考え方は。
　大人の都合が優先されればハラスメントに陥る危険性が残る。スポーツを支えるのは将来の子どもたち。その資質ややる気に合わせた指導体制づくりを進めた先に、本当のアスリートファーストがある。
https://www.jomo-news.co.jp/news/gunma/society/144001

・体罰の呪縛　部活動の暴力「指導者の評価基準　見直しを」（神奈川新聞・7月24日）
　なぜ、部活動を舞台にした暴力が後を絶たないのか。筑波大学大学院でスポーツ社会学を研究する菊幸一教授（６２）は「『伝統』という名の下に体罰を美化してきた歴史がある」と指摘する。その上で、現場で指導する教員のいびつな年齢構成を問題視。「時に体罰を認めるベテラン指導者が価値観を押し付けやすい環境にある」と強調する。
　文部科学省の統計によると、全国の高校の教員数は、１９９８年の２７万３３０７人から２０１６年は２３万４６１１人となり、１８年間で約４万人減少した。
　世代別に見ると、２５歳未満から３５歳未満の「若年層」は２３．９％から２２．０％とほぼ横ばいだったのに対し、３５歳から５０歳未満の「中間層」は４７．９％から３６．４％に１１．５ポイント減少。一方で、５０歳から６０歳以上の「高齢層」は２８．２％から４１．６％に１３．４ポイントも増えた。
　この年齢構成のひずみの拡大が「時代に合わせた指導方法の変化を阻んでいる」と菊教授は分析する。体罰への抵抗感が相対的に強い中間層が少ないため、若い世代が見習うべきモデルが乏しい一方、時に体罰を肯定するベテラン指導者の発言力が強まることで、暴力の前例を踏襲するレールが出来上がってしまうという。
　また、指導者を管理・評価する立場にある学校側が「勝利至上主義」に走りがちな姿勢も問題視。「教員にはプレッシャーとなり、普段は優しい教員が部活の指導者になるとひょう変しかねない。成績だけではない評価方法を考えるべき」と警鐘を鳴らす。
　菊教授は、問題が明らかになる度に処分が繰り返される現状を「教員個人に責任を押しつける『もぐらたたき』の繰り返しにすぎない」と批判する。「対症療法的なやり方では、ますます陰で暴力を振るう事態に陥るだけ」と指摘し、根治の必要性を強調。指導者として視野を広げ、体罰などの古い指導方法から切り離すため、外部への研修を義務づけることなどを提案している。
https://www.kanaloco.jp/article/entry-183955.html
・「昔の自分は未熟で臆病だった」　指導者の後悔（神奈川新聞・7月24日）
「鉄拳」振るう指導者
　１月２０日、横浜市内のホテルの入り口は受け付けの順番を待つスーツ姿の男性でごった返していた。
　深紅のじゅうたんの両脇を豪華な祝いの花が埋める。王貞治さん、原辰徳さんらプロ野球界の往年のスター、アマチュア球界の著名な指導者たちが一堂に会す中、丸刈りの男性が大柄な体躯を揺らし、闊歩する。
　最敬礼で迎えられた主役は、横浜商科大学（横浜市緑区）野球部監督（当時）の佐々木正雄さん（７０）。指揮官退任をねぎらうため、親交のある約１２００人が集った。
　壇上の日本学生野球協会の関係者があいさつし、会場の笑いを誘う。「昨今、スポーツ界でもパワハラが問題視されています。佐々木監督のことは正直、心配でした」
　１９８４年から指揮し、手を上げることも辞さない指導法を貫くこと３５年。プロ野球界を始め、社会人の名門チームにも多くの人材を輩出した。
　自身の高校時代、野球部で受けた暴力が「鉄拳」を辞さない価値観を根付かせた。グラウンドに出ると、訳も分からぬまま先輩たちに怒鳴られ、殴られた。後に地面に置いたボールやバットをまたいだことが理由だと知った。
　「俺たちの時代は殴られても、誰も理由を教えてはくれなかった。自分で考え、答えを見つけて学ぶ。自分を作り上げる第一歩だった」と振り返る。
　「『体罰』は能力のない指導者が感情に任せてやるもの」と断じる一方、指導者として自身が振るってきた「鉄拳」は、それとは一線を画し、「自らも体験し、冷静さを保てる者だけが行う資格を持つ」が持論。使うのは平手に限った。それはしかし、どれほど言葉を重ねても現在は「体罰」と捉えられる行為だ。
　佐々木さんにとっての「鉄拳」は物事の善しあしを伝えるため、選手を思っての行為だった。ただ、本音を言えば葛藤があった。「手を上げた日は正直、なかなか寝付けない。彼らがどんな思いでいるかと気になった」
　もし同じ思いを抱く指導者がいれば、私はとるべき行動は一つだと伝えたい。振り上げた拳は誰にも向けることなく静かに下ろすべきだ、と。
価値観を変えた葛藤
　佐々木さんと同じような葛藤を胸に、選手との接し方を見直した指導者もいる。光明相模原高校（相模原市南区）女子ソフトボール部の利根川勇監督（７２）だ。
　１０年ほど前までは日本一だけを目指し、グラウンドで選手が白い歯をこぼすことなど許さなかった。いまは一転、「明るく、元気に、楽しく」をモットーに、成績にとらわれない。のびのびとプレーする選手たちが笑みをたたえ、自身も目尻を下げる。
　「これが自分のありのままの姿。昔の自分は未熟で臆病だった」。全国大会で公立校を１２度の優勝に導いた栄光にすがらず、むしろ後悔の念を抱いている。
　１９７４年に赴任した平塚商業高校（平塚市）で女子ソフトボール部の監督を任された。前年に全国大会に出場し「学校の期待が大きく、強い使命感を抱いた」。この重圧が「厳しい指導」につながった。
　部員わずか６人でスタート。「１年かかるものを半年で仕上げようとした」。全員で回すノックは１００本連続で成功するまで終わらない。ミスをすればダッシュを課してやり直す。休憩無しで５時間かけ、夜明けまで打ち込んだ日もあった。次第に身をていして打球を止めるようになり、達成すると歓喜とともに一体感を強める。「これだ」と手応えをつかみ、厳しさをエスカレートさせた。
　「利根川がいれば勝つ」。周囲の称賛とは裏腹に心中は穏やかでなく、「毎日、朝が来るのが怖かった」。部員が５人一斉に辞めた日もあった。明日のグラウンドには誰もいないのではないか―。翌朝、彼女たちの姿を見ては「今日は大丈夫」と胸をなで下ろした。
　２００９年から名門、日本体育大学（東京都世田谷区）女子ソフトボール部の監督を任され、転機を迎える。高校の指導者に鍛えられた６０人の選手たちの胸の内には、それぞれの「心酔する恩師」が刻まれていた。「選手を否定することは彼女たちが崇拝している人をけなすこと。つまりは選手の人格を否定することになる」との考えに至った。
　光明相模原高ではいま、「結果を出す」という重圧からは解放されている。「自分たちの最高のプレーができればいい」。退部者はもういない。体育の授業でソフトボールの楽しさを知った未経験者も入部した。
　かつての教え子に会えば「あの時は申し訳なかった」と頭を下げる。「時代が変わっても選手の本質は変わらない。やりたいことに打ち込む姿勢は同じ」
風を読む若き監督
　「子どもたちとの接し方は時代とともに変化すべきもの」
　多くのプロ野球選手を輩出する横浜高校（横浜市金沢区）野球部を１５年秋から率いる平田徹監督（３６）は、自身の現役時代の練習とは異なる指導方法で選手たちと向き合う。
　「解決策を考えて」「それ面白いね。ただ俺はこう思うよ」。壁にぶつかった選手たちに発想を促す。飛距離が伸び悩んでいた打球が初めて外野の柵を越えたり、自身の工夫でミスが減ったり。自己決定と成功体験の繰り返しから「やる気」と「楽しさ」を引き出す。時に選手を監督室に呼び、１対１で話し合う。細やかな気配りに「周囲からは大変だろうと言われるけど、実はこの方が楽。今の子どもたちは、向き合えば『自分を認めてくれた』と心を開いてくれる」
　積年の思いが平田さんを突き動かす。「指導法に変革を起こしたい」
　春夏合わせて５度の甲子園優勝を誇る強豪に育て上げた名将・渡辺元智監督と名伯楽・小倉清一郎部長。２人から高校時代に厳しい指導を受け、大学卒業後の０６年にコーチに就任した。
　年齢の近い選手たちから「兄貴分」として慕われる一方、葛藤も味わった。上達させたい指導者たちと上達したい選手たち。恩師２人の熱が帯びる余り、コミュニケーションのずれが生じていた。
　卒業と入学を繰り返し、毎年１６～１８歳の球児たちが集まる一方、年を重ねる指導者との年齢はおのずと乖離していく。「２人に同調するだけでは自分がいる意味はない。のびのびとプレーするチームに変えないと衰退する。もっとわくわくさせられれば才能を開花できる」。指揮を継いだ平田さんは自らの指導法を模索し続けた。
　主力選手が住む合宿所に泊まり込み、風呂場でも教室でも時間を共にした。毎晩欠かさぬ読書で「知識」も蓄積。コーチングなどの本を読みあさり、思い描いた理想の指導スタイルを理論で固めていった。
背中押した巡り合わせ
　迎えた１６年、初めての夏。横浜高校の変化を誰よりも肌で感じたのが、決勝で相まみえた慶応高校（横浜市港北区）の森林貴彦監督（４６）だった。
　緻密な野球を目指してきた名門の選手たちが、今まで以上に目いっぱいバットを振り、個々が最大限の力を出し切って勝負している。「横浜の野球ががらりと変わった。ここまで変えるには、勇気がいるはず」
　１５年秋。平田さんと時を同じくして部長から昇格し、恩師である上田誠監督からバトンを受け継いだ。ただ、自らの色を出し切れず「上田さんの顔色をうかがいすぎた。自分には迷いがあった」。決勝の舞台でそう気付かされ、自問自答を続けた。「俺は何をなすべきか」
　大学を卒業後、大手企業に就職したが、「旧態依然とした高校野球を変えたい」というさめやらぬ情熱に気付き、わずか数年で退職。筑波大大学院で他競技の選手らとコーチング理論を学び、「野球の異質さ」も肌で感じた。
　胸に刻むのは、高校３年夏の夕暮れのグラウンド。当時監督の上田さんからサインプレーを選手自身で決めるよう提案され、輪になって話し合った３時間が忘れられない。「自分たちの手で作り上げる。これが一番の思い出。僕の原点」だった。
　当時の自身と、のびのびとプレーする横浜高校の選手たちの姿が重なった。１０歳下の「同期監督」が生んだ変革に「尊敬している。負けないようにやらないと」と痛感させられた。
部活動のあるべき形
　両監督が進める指導法は選手の自主性を重んじる。時に自身の現役時代の経験を否定することとも受け止められかねないが、覚悟を胸にグラウンドに立つ。
　平田さんは「この世代の人間としての感性がある。結果が出ずにクビになっても天命」と言い、森林さんも「言われたことだけをこなす人材は社会に必要とされない。どんな大人を社会に送り出せるか。本来なら体罰なんてしている暇はない」と批判する。悪しき勝利至上主義と距離を置き、体罰と決別した指導を追求する新たな世代の共通項は「楽しむ」というスポーツの原点だ。選手を「個人として尊重する」ことに徹し、高校野球界、部活動の指導のあり方を変えようとしている。
勝利だけにとらわれない指導が求められる
　それは、体罰の被害を受けた元球児が集まる「ＢＢＣスカイホークス」（大和市）の選手たちの悲痛な訴えと重なる。「指導者が結果を求められ、プレッシャーを感じていることも僕たちにはわかる。でも、勝つことだけが大事だとは思わない」「勝たなきゃいけないと思うと、どんどん窮屈になる。個人、チームに合った目標があっていい。これはきっと野球だけじゃない」
　必ずしも勝者が正しいわけではない。敗者が全てにおいて劣っているわけでもない。選手、指導者にとってそれぞれの「ゴール」を認め合い、互いを尊重する。それこそが部活動のあるべき姿だろう。
https://www.kanaloco.jp/article/entry-183952.html
＊障がい
・知的障害者にわいせつ疑い　４６歳男逮捕「騒がれない」（産経新聞デジタル・7月21日）
　知的障害のある女子高校生にわいせつな行為をしたとして、警視庁城東署は２１日までに、準強制わいせつなどの疑いで、東京都大田区東六郷、会社員、川原貴憲容疑者（４６）を逮捕した。逮捕は２０日付。
　署によると「抵抗したり騒いだりしない知的障害者を狙った」と容疑を認めている。他の女性へのわいせつ行為についても供述しており、同署が関連を調べている。
　逮捕容疑は６月２４日午後５時ごろ、東京都江東区のマンションのエレベーターや外階段で、学校から帰宅した１０代の女子高校生の尻や太ももを触るなどした疑い。
　川原容疑者は江東区内の駅から女子高校生が住むマンションまで尾行。マンションの入り口はオートロックだったが、ついて行く形で侵入していた。
　事件翌日、女子高校生と母親が近くの交番に事件を届け出た。防犯カメラの映像を解析するなどの捜査を進めた結果、川原容疑者が浮上した。
https://www.iza.ne.jp/kiji/events/news/190721/evt19072119460014-n1.html
＊子どもの貧困
・子どもの貧困に新指標　衣食困窮・公共料金滞納・養育費（朝日新聞・7月29日）
　子どもの貧困対策大綱の見直し案について検討している内閣府の有識者会議は２９日、貧困状態を把握するための３７の指標を取りまとめた。食料の確保に困った経験や公共料金の滞納などの新指標を含む。政府は今年度中に改定する大綱に、３７指標を盛り込む方針だ。
　内閣府は同日の有識者会議の会合で、国立社会保障・人口問題研究所が２０１７年に実施した「生活と支え合いに関する調査」の結果に基づき、過去１年間で衣服を買えない経験をしたひとり親家庭は３９・７％、食料の確保に困ったのは３４・９％、電気料金滞納は１４・８％だったと発表。ひとり親家庭を含む子どもがいる家庭では、それぞれ２０・９％、１６・９％、５・３％だった。
　有識者会議は、こうした調査結果を踏まえて指標を検討。今の大綱で示している子どもの貧困に関する２５指標のうち、子どもの貧困率など１５指標はそのまま残し、生活保護世帯や児童養護施設の子どもの就職率など１０指標は、「貧困を表すか評価が難しい」などとして削除することにした。
　新たな２２指標には、衣服や食料に困った経験がある割合や公共料金の滞納率のほか、ひとり親家庭の親が正規職員・従業員として働く割合、離婚後に養育費を受け取っていない割合なども加える。
https://www.asahi.com/articles/ASM7Y6DSNM7YUTFK01H.html?iref=comtop_list_edu_n03
＊SNS関連
・中高生のSNS相談、深刻な悩み優先対応　名古屋で立ち上げ（日経新聞・7月30日） 
中高生の自殺などを防ごうと、名古屋の民間団体が、SNS（交流サイト）を用いた新たな悩み相談のプログラムをこのほど立ち上げた。文言を自動的に分析して深刻な悩みを持つ子どもに優先的に応じるのが特徴で、文部科学省の調査研究にも選ばれた。
無料対話アプリのLINE（ライン）での相談プログラムを立ち上げたのは、名古屋市の一般社団法人「コミュニケーションワーカー支援機構」。中部地方の学校などに周知を求め、5月10～19日に相談を受けた。
プログラムでは、まずは入り口のメニュー画面で相談したい分野の質問などに答えた後、メッセージで悩みを送ってもらう。冷やかしの投稿を減らし、順番待ちの長さによって相談を諦めるケースを無くすことを目的としている。
相談員を務めるのは、若者がSNSで使う言葉や表現に慣れている大学生だ。共同代表を務める精神保健福祉士、鈴川みやこ氏の助言を受けながらメッセージをやりとりする。「死にたい」「食べさせてもらえない」などの文言から、自殺願望や虐待が疑われる深刻な相談を自動的に検出し、専門家が直接対応する仕組みになっている。
10日間で受けた相談はのべ230件で、希望した全員に応じることができた。相談員とのやりとりの中で「きょう死ぬつもりでした」と打ち明けた子どももいたという。
2017年には神奈川県座間市でSNSに自殺願望を書き込むなどした未成年ら9人が殺害される事件が起きた。同機構の永坂武城・共同代表は「SOSをネットだけに発信するケースは多い。現代の子どものニーズに沿って、身近で簡単に相談できる体制を整えることが大事だ」と話す。
SNS利用を見守るアプリを手掛ける「エースチャイルド」（東京）が事業主体となって文科省の調査研究に選ばれたほか、熊本市の相談事業でも8月から運用を始める。子どもとネットの問題に詳しい兵庫県立大の竹内和雄准教授は「全ての相談に応じ、緊急性の高いケースに対応できる有効なプログラム。各地に広げるためには、相談を取り仕切る専門家の育成が課題になる」と指摘している
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO47944110Q9A730C1CN0000/
＊その他
・なぜ日本の性教育は"セックス中心"なのか（PREGIDENT・7月2日）
日本とは全然違うフランスの教え方
フランスでは3歳から「性に関する教育」をする。一方、日本では思春期まで性教育をしない。フランスで子育てをしているライターの髙崎順子さんは「性教育は『生殖』にまつわる授業だと思っていたが、それは日本人の思い込みにすぎない」という――。（前編、全2回）
東京都教育委員会サイトの性教育に関するページ（画像＝東京都教育委員会サイトより）
性欲の意味がわからなくても、話すべきことがある
筆者はフランスで結婚・出産し、現在は小学生男児2人を現地の公立小学校に通わせている。日本で生まれ育ち、25歳まで暮らした身には、文化習俗の違う国での子育てはカルチャーショックの連続だ。その中でもかなり強く記憶に残るであろう体験をしたのは、今年初頭のこと。6歳の次男に、臨床心理士から「性教育」を勧められたのだ。
きっかけは次男の利用していた公立施設で起こった、未就学児への性犯罪だった。事件が公になったと同時に、自治体から、同時期・同場所を利用していた児童への心理カウンセリングの案内が来た。幸い次男に被害の兆候はなかったが、念のためと窓口に電話をし、担当の臨床心理士と話をした。次男の言動や生活習慣に異変が出ていないことを告げ、幼児への性加害についてレクチャーをされたのち、心理士は言った。
「この件をきっかけに、お子さんに『性に関する教育』をしてくださいね」
予想もしなかった助言に、筆者は大慌てで答えてしまった。「いやいや、被害がなかったのだから、逆に何も言わないほうがいいのでは？」。性欲の意味すら分からない幼児に「性的なこと」をあえて話すなんて！　と、半ば条件反射的な反発だった。すると心理士は、言い含めるようにこう続けた。
6歳の子どもにも「大きな声で叫ぶ」と教える
「お母さん、今回はラッキーだったんです。残念ですが犯罪者はどこにでもいます。男の子でも女の子でも関係ない。自分を守るために、子どもたちは『されてはいけないこと』と『ノー』の言い方を知るべきなんです」
それからの助言はとてもシンプルで具体的、かつ、私が予想していた「性教育」とは全く異なるものだった。
あなたの体はとても大切なもの。特に水着に隠れる部分は、誰も見たり触ったりしてはいけない。そうする人はおかしい。そんなことになったら、その場から逃げるか、大きな声で叫ぶこと。以上。
「それだけですか」
「6歳なら、それ以上を知る必要はありません。でもこれだけでも簡単ではないと思います。言いすぎて怖がらせるのは良くないですが、折を見て、繰り返し教えてあげてくださいね」
そうして電話を切った時、私は目からうろこが落ちたような気持ちだった。
子ども自身に性の目覚めはなくとも、彼らに性加害をする人間はいる。
それに対して身を守る手段を得ることもまた、「性に関する教育」なのだ、と。
日本の性教育はセックスの話ばかりする
その臨床心理士との会話は、「性教育」について考えさせられるきっかけになった。そもそも私自身が、性教育を「何」だと理解していたのだろう、と。
もう30年以上前、日本の学校で受けた性教育を振り返ると、それは「生殖」にまつわることのみだった。世界には男と女がいる。その男女が交わると子どもができる。その交わりのために男女には異なる生殖器がついており、それはこう機能する……というように。体の機能以外の知識、例えば性犯罪やそこから身を守るための方法については、教わった記憶がない。性教育とは生殖する体についての学習であり、当時中学生の私には、それはただただ恥ずかしく、一刻も早く終わってほしい時間だった。
そして現在でも日本の性教育の内容は、あの時から大きく変化していないらしい。
教育機関における日本の性教育の実態を俯瞰した「わが国の性教育の現状と課題」によると（齋藤益子氏著、日本性教育協会「現代性教育研究ジャーナル」87号、2018年6月発行掲載）、文科省の学習指導要領では、小学4年生からは体の発育・発達、中学校では第二次性徴と性感染症、高校では性感染症と妊娠出産・結婚生活への言及がされている。どれも生殖する体とその体を使った行為、その行為の結果（妊娠出産・性感染症）に関するものだ。授業は保健体育の担当教員の裁量のため、優先順位が体育実技に置かれ、保健は雨の日の補完オプション、という扱いも多い。
性教育は「性器教育」ではなく人間教育
しかし現実には、性にまつわる現象や問題は、生殖周辺に限らない。性指向や性自認などの精神面、性的マイノリティー差別やアウティングなどの社会面、虐待・犯罪に関わる人権・法律面など多岐に渡る。が、日本の一般的な性教育授業では、その多くについて触れていない。今年改定が発表された東京都の「性教育の手引き」のように、性同一性や性犯罪について取り上げた指針もあるが、日本全体で見ればとても先進的な一例だ。
前出の齋藤氏の論考でも、日本の性教育に期待されることとして「性教育は性器教育ではなく、『生と性』の教育、人間教育そのものである」と書かれている。そう提言する必要があるほど、現状は「性器教育」に偏っているのだろう。
その結果、性教育は公に語るのがはばかられる「秘め事」として扱われてしまっている。この教育を充実せんとする議論では必ず、頑強な反対派が登場するのもそのためだ。彼らの反対理由や論調は、まさに性教育を「セックスを教えること」と理解しているゆえのものだ。
かくいう筆者も、そう捉えていた一面を否定できない。6歳の次男に「性に関する教育を」と言われてギョッとした背景には、性教育＝性行為について教えること、の思い込みがあったのだから。
フランスの性教育は国家政策のひとつ
一方フランスの性教育は、日本のそれより範囲が広く、内容も異なっている。幼児が自衛するための方法を教えることも含まれるし、中学生・高校生向けには日本と同様、生殖の仕組みやそのための体、避妊や性感染症について学ぶ授業ももちろんある。ここでは「性教育」とはどのように定義され、何を教えるべき教育と考えられているのだろうか。
その答えは、日本の文科省に相当する省庁「国家教育省」の公式ウェブサイトで簡単に見つかった。「性に関する教育」と題されたA4・4ページ相当のサイトの中に、現在フランスの教育機関で行われている性教育の概略が整理されており、誰でも閲覧できるようになっているのだ。
冒頭には、性教育を定義する以下の一文がある。
成人としての人生に備え、平等・寛容・自他の尊重という価値観の基盤を養うのが、性に関する教育である。
（出典：フランス国家教育省公式サイトより筆者訳）
続いて、性教育は以下の3つの観点から、「国家政策に含まれる」と述べられる。
1. 国民の人生におけるリスク削減及び予防（若年での望まない妊娠、強制結婚、性感染症、エイズ）
2. 性犯罪・性差別・同性愛差別言動への対策
3. 男女平等の促進
そして上記の国家政策に即するため、公教育では5つの狙いを定めている。
――客観的情報と科学的知識を与える
――多次元に渡る「性」の事象を区別・認識させる：生物学面・情愛面・文化面・倫理面・社会面・法律面
――批判精神を養う
――個人・団体の両方で、責任のある言動を促進する
――学校外に求められる的確な情報源や支援先・援助先を周知する
倫理公民では「性暴力に関する法の成り立ち」を調べる
続いて、この5つの狙いを各学校課程でどのように教えていくかが述べられ、そのための指導指針や副教材へのリンクが提示される。一見して性教育の重要性と教育的視野の広さが感じられる上、どの説明も分かりやすく、具体的だ。
日本から見て特に興味深いのは、性教育が「ひとつの教科」として考えられていないことだろう。性に関する知識は、生命科学・倫理公民・地理歴史・国語などの各教科の中で、横断的に取り上げるよう定められている。これらの授業では「生徒が発言する対話形式」が指定され教員が一方向的に持論を展開するのは禁止されていることも、大きな違いだ。
たとえば生命科学では、生徒たちに現時点での生殖に関する知識を語らせ、そこから避妊や性病予防について情報を与えていく。倫理公民では性マイノリティー差別や性暴力に関する法の成り立ちを生徒に調べさせ、その是非を議論する。国語では「性」に関して知っている表現を生徒に列挙させたのち、その意味を教師とともに考える。中学・高校ではこうして「性に関する授業」が年間少なくとも3回は行われ、授業には外部の専門家を招くこともある。
「自分と他人の身体を大切にすること」を伝える
「私の関わる授業の大半は中学校と高校で、生殖に関する知識のほか、性的同意の重要性や権利について、資料を使いながら伝えています。小学校での性教育は特定の授業はなく、『人間には男女の性差があるが平等であること』と『自分と他人の体を大切にすること』を、機会があるごとに伝える手法が主流です」
そう話すのは、非営利団体「プランニング・ファミリアル（家族計画）」から学校に派遣され、講師を務めているジョルゴス・クルラスさん。1967年に創設された歴史的な性教育・男女平等推進団体で、避妊や中絶の法制化にも貢献し、この分野の政策提言なども行っている。
フランスの公教育で、「性に関する教育」が正式に組み込まれたのは1973年。それ以前からも生殖や性病予防に関する教育は行われていたが、社会の変化に従って変革・補完しつつ、現在の形になった。近年の分水嶺は、2001年の教育法典改正による性教育義務化、2013年の公教育改革での男女平等教育の強化などだ。
男女格差の是正は前フランソワ・オランド大統領、現エマニュエル・マクロン大統領とも任期中の主要ミッションとして掲げており、その実現のためには「性」の包括的で客観的な知識を、できるだけ早い時期から与えるべし、と、社会的合意が相成った。また昨年には小学校での性教育を再定義する大臣通達が出され、教育指針がさらに詳細に示されている。
フランスでの「性に関する教育」は満3歳から始まる
これらの「性に関する授業」の狙いは、フランスの国家教育省が関わる全ての教育機関を対象としている。授業が義務となっている小・中・高校の他、大学や専門学校、そして満3歳の年からほぼ全ての子どもが3年間通う公立幼稚園「保育学校」もその対象だ。
保育学校では「性に関する授業」はなく、もちろん生殖に関わることなど、年齢にそぐわない情報は与えない。が、「自分と他人の体を大切にすること」は、学校での生活のあらゆる時間に伝えられる。たとえばトイレの時間やプール遊びの際に、「男女には体の部位に違いがあること」「違いはあっても平等であること」「違う部分は体の大事な場所なので、水遊びの時も水着で守ること」「その部分を他人が見たり触ったりしてはいけないこと」などを教えるのだそうだ。
「性教育」の意味が、日仏ではまったく違う
現在ではフランス全土の中学校の97％、高校の89％で、上記の指針による「性にまつわる教育」の実施が確認されている。小学校に関するデータはないが、筆者の子どもたちを見る限りでは、その指針はしっかり現場に反映されているようだ。
たとえばわが家では息子の一人が風呂上がりに裸で歩いていると、もう一人が「私的な部分（フランス語でla partie intime）、見せちゃダメだよ！」と注意する。これは私や夫が教えたものではなく、彼らが学校や学童保育で学んだ表現だ。下ネタが大好きな年齢でも、その用語を自然に使い、「守るべき場所」と認識している。そのためか冒頭の出来事のあとも、次男との会話はとてもスムーズにすることができた。
同じ言葉を使いながら、内容がこれだけ異なる日本とフランスの「性教育」。そこには当然ながら、両国の社会通念や文化、習俗の違いが大きく影響している。性教育のあり方は、社会背景のあり方を映す一つの鏡なのだ。
https://president.jp/articles/-/29133
・シングルマザーのつながり深め支援充実を　全国協議会、7日に発足（毎日新聞・7月3日）
　母子家庭の当事者団体などが連携し、支援の充実を図る「シングルマザーサポート団体全国協議会」が7日に発足する。非正規雇用が多く貧困率が高いなど生きづらさを抱える母子家庭同士がつながりを深め、生き生き暮らせる社会を目指す。
　当事者でつくる全国の20団体が加盟し、子育て支援や貧困対策に取り組む40団体が協力団体として関わる。設立を呼びかけたNPO法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ（東京都）の赤石千衣子理事長は母子家庭の貧困が長年の課題として「当事者の声を国や社会に届け、支援方法を改善する必要がある。支援団体のない地域もあり、協議会を通して孤立を防ぎたい」と話す。
「シングルマザーサポート団体全国協議会」について語るNPO法人しんぐるまざあず・ふぉーらむの赤石千衣子理事長＝東京都千代田区で2019年6月28日午後0時11分、御園生枝里撮影
　厚生労働省の調査によると、2016年の母子世帯は約123万世帯と推計され、10年間で約8万世帯増えた。親の約8割は就労していたが、正規雇用は約4割で、平均年収は243万円と厳しい状況にある。15年には子どもがいる世帯全体の貧困率が12.9％だったのに対し、ひとり親世帯は50.8％に上った。
　母子・父子・寡婦福祉法は自治体に対し、子育てや就業、養育費確保の支援などを盛り込んだ自立促進計画の策定を促している。17年度時点で全政令市が策定していたが、中核市は65％、それ以外の市や特別区などは27％にとどまり、地域差がある。17年度はハローワークに約19万2000件の新規求職申し込みがあったが、就職実績は約7万7000件だった。
　7日に東京都内で設立集会を開き、母子家庭を「一つの家族の形」として、誇りを持って生きていくとする宣言を出す。未婚のひとり親も寡婦控除の適用対象とし、児童扶養手当の所得制限を引き上げるなどの政策提言と行動計画も発表する。問い合わせは、しんぐるまざあず・ふぉーらむ（電話03・3263・1519、メールsmsc＠single－mama.com）
https://mainichi.jp/articles/20190703/k00/00m/040/098000c

・不登校（6）背景を問う　「教育」の在り方　熊本大教育学部准教授の苫野一徳さんに聞く（西日本新聞・7月8日）
　増え続ける子どもの不登校。その背景には何があり、歯止めをかける方法はないのだろうか。公教育の本質を問い続け、学校の問題と向き合う熊本大教育学部准教授の苫野一徳さん（39）に聞いた。
不登校通知表どうする？　基準なく各校で判断　「出席20％なければ評価なし」も
画一的授業が迎えた限界
　－学校教育の現状をどう捉えているか。
　「同じことを同じペース、同じやり方で取り組むシステムが限界を迎えている。150年前に開発されたときは大発明だったが、同質性を求めるこの慣習的システムで『落ちこぼれ』や『吹きこぼれ』が生まれ、なじめない子は苦しむ。不登校、いじめなどあらゆる問題の根本にある」
　－ここ数年で不登校が増えている理由は。
　「学校に行くのが当たり前じゃないという価値観が広がったのが一つ。もう一つは学校がルールを細かくし、縛りを強くしたことへの反動。一挙手一投足まで無意識に支配されると、耐えられない子が増えるのは当然。かつては厳しい先生がいて反抗先が分かりやすかったが、今は何に反抗していいのか分からない」
　－細かいルールには学校側のトラブル回避の狙いも透ける。
　「教育という営みとは最も遠いと自覚するべきだ。子どもたちは本来たくさんの失敗や時にけんかなどを通して成長していくもの。学校は安心してたっぷり失敗できる場じゃないといけない。失敗もけがもけんかもだめ。どうやって経験から学ぶのか。先生が悪いわけではないが、失敗を許さない世論になっている」
哲学を学び、教育の本質考える
　－教育システムに疑問を抱いたきっかけは。
　「私も同調圧力の強い学級にはなじめなかった。小学生の頃、なぜこんな勉強をしなければならないのかずっと疑問を持っていて、テストの結果も悪かった。周りに比べられ、序列化され、劣等感を味わった」
　「高校時代は制服も校則もなかった。ただ、当時はあまりに自由すぎて楽な方に流れている感じが許せず、生徒会長になり『自由を生かして成長しろ』と改革案をぶち上げた。全校生徒からバッシングを浴び、批判的な先生も理解してくれる先生もいた。苦しかったが対話を繰り返すことで徐々に仲間が増えたし、自分も変わった。学びの本質はここにあると感じた」
　－教育学部に進んだ大学ではどうだったのか。
　「驚いたことにそもそも教育とは何か、教育とはどうあるべきか、という研究がほとんどなされていなかった。そんな中、哲学者の竹田青嗣氏の『人間的自由の条件』に感銘を受けた。竹田氏に師事し、哲学徒として教育の本質を考えるようになった」
　－その後、大学で教える立場になった。
　「学生たちの狭すぎる価値観に悩んだ。言われたことを言われた通りにするのが大事だと思っている若者が多く、危機感を抱いた。しかし多くの学生は、大学生活で大きく成長するのを実感している。私のゼミには、不登校の子や会社経営者なども参加し、学生たちと対等に議論している。多様な価値観をごちゃ混ぜにして、視野を広げる取り組みだ」
「必ず変える」意志持つ大人知って
　－教育者として経験を積みつつ、見えてきた教育の本質とは。
　「一人一人の自由と、その自由を互いに承認すること。人は自由への欲望を持っている。ではどうすれば達成できるのか。まずはお互いが対等に自由な存在同士だと認め合うこと。その上で調整し合う。それは公教育の在り方そのものだ」
　－現状のシステムはその本質からそれているのか。
　「決められたことを決められた通りに勉強することが自由になるための力を育んでいるとは思えない。ただ、教育力が上がった過去の成功モデルから抜けられず、疑問を抱きながらも、どうすればいいか分からずに続けるしかなくなっている」
　－教育を変えることはできないのか。
　「みんなで同じことを同じペースでやる必要のない在り方があるということを先生の多くが知らない。保護者もそうだ。問題意識を共有して、国内外のさまざまな事例を知り、対話する機会を設けることが大切。最近では定期テストや宿題、固定担任制などを廃止した東京の麹町中や、広島県、名古屋市などの自治体でも変化が表れてきており、流れはある」
　－学校が変われば不登校問題も解消に向かうのか。
　「画一的な一斉授業や過度に管理的な学校体制をやめることだけで解消するわけではない。学校は何のためにあるのかの対話を重ね続ければ、おのずとあるべき学校像が見えてくる。不登校の理由は複合的だが、同質性の高い集団にいる必要がなくなれば、人との比較も強いられず居やすい空間になる」
　－不登校の子どもたちに伝えたいことは。
　「選択肢のない不登校の子に、学校だけが世界じゃないよ、という月並みな言い方が効果のないことは分かっている。あえて言うなら、幸せな学校生活を送ってほしいと本気で思い、必ず変えるという意志を持っている大人がいることを知ってほしい」
▼とまの・いっとく　1980年生まれ、兵庫県出身。熊本大准教授。専攻は教育学・哲学。新聞への寄稿ほか、テレビ出演多数。2020年、長野県軽井沢町に開校予定の幼小中「混在」校の発起人の一人に名を連ねる。著書に「教育の力」「どのような教育が『よい』教育か」など。熊本市在住。2児の父。
https://www.nishinippon.co.jp/item/n/525230/
・「優性・劣性」は改めて　高校の教科書で、学術会議（日経新聞・7月10日）
日本学術会議は10日までに、高校生物の教科書で遺伝の法則の「優性・劣性」という表現を「顕性・潜性」と改めるよう提言する報告書をまとめたと発表した。遺伝の特徴が現れやすいかどうかを意味する用語だが、優劣があると誤解される恐れがあるため。「出版社は教科書の用語使用の指針としてほしい」としている。
2017年に日本遺伝学会が同様の決定をしており、学術会議も対応を検討。「呼び替えを歓迎、許容する流れができつつある」と判断した。ただ中学校では依然として「優性・劣性」で教えているため、混乱を防ぐため、当面は「優性・劣性」も別名として残す。
このほか高校生物で学ぶべき重要語リストの中から「脳」「神経」「心臓」といった18語は「中学で学んでいる」などとして外し、計494語に整理した。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO47169740Q9A710C1CR0000/
・未成年の自殺増え599人　18年、学校起因が最多（日経新聞・7月16日）
政府白書、全世代は減少
政府は16日の閣議で2019年版自殺対策白書を決定した。18年に自殺した19歳以下は前年比32人増の599人だった。全世代の自殺者総数は前年より481人少ない2万840人で9年連続の減少。人口10万人当たりの自殺者数を示す「自殺死亡率」も減少しているが、19歳以下は統計を取り始めた1978年以降最悪となった。
昨年、自殺した10歳未満はおらず、10代の自殺で特定できた原因・動機のうち最も多かったのは「学校問題」だった。
白書は「若者の状況を把握するとともに、対策の効果検証を行い、見直していくことが必要だ」と指摘した。根本匠厚生労働相は16日の閣議後の記者会見で「関係省庁と連携しながら、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指し、取り組みを進める」と述べた。
10～19歳の自殺者のうち遺書などから特定できた原因・動機を1人につき3つまで計上した結果、延べ568人中、学校に関する問題が188人（33%）と最多を占め、健康問題の119人（21%）、家庭問題の116人（20%）が続いた。
学校問題の内訳をみると、学業不振の57人が最も多く、進路の悩み（46人）、学友との不和（27人）の順番だった。
小学生は男子・女子ともに家庭問題に起因する理由が多かったが、中学生以上になると、男子は学業不振が最多を占めた。女子は中学生では「親子関係の不和」が多かったが、高校生以上になると、うつ病が最多となった。
厚労省は、主に若者を対象にした自殺対策としてSNS（交流サイト）の相談事業を実施。18年度の相談件数は延べ2万2725件で、相談者は未成年が44%、20代が41%だった。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO47366190W9A710C1CR0000/

・刑法犯認知件数、最少ペース　19年上半期36万件（日経新聞・7月18日）
2019年1～6月の全国の警察による刑法犯の認知件数は36万3846件（暫定値）で、前年同期から3万4581件（8.7%）減ったことが18日、警察庁のまとめで分かった。減少は17年連続で、戦後最少を更新した昨年からさらに減少するペース。警察庁は防犯カメラの増設といった対策が奏功したとみている。
内訳をみると窃盗犯が25万7183件と前年同期から約2万5千件（9.1%）減り、全体の減少分の7割超を占めた。近年は侵入盗の被害を防ぐため住宅街に防犯カメラを設置する地域が増えており、捜査関係者は「窃盗犯にとって防犯カメラは脅威で、高い抑止効果が出ている」と話す。
殺人や強盗といった凶悪犯は2352件（5.1%減）、暴行、脅迫などの粗暴犯は2万7967件（3.2%減）、詐欺などの知能犯は1万8132件（14%減）と、軒並み減少した。振り込め詐欺の認知件数は18.7%減だった。
SNS（交流サイト）を通じて未成年を誘うといった略取誘拐・人身売買は147件で前年同期（161件）より減ったものの、被害は相次いでいる。17年の法改正で被害者の告訴がなくても起訴できるようになった強制性交などの認知件数は659件で59件増えた。
一時20%を割り込む水準まで落ち込んでいた検挙率は38.8%となり、前年同期から0.5ポイント上昇した。防犯カメラ映像などの活用が影響している。警察庁が「重要犯罪」と位置づける殺人や強盗、放火といった6犯罪に限ると84.1%だった。
振り込め詐欺に関わったとして摘発された少年は247人で前年同期より116人減少した。しかし、振り込め詐欺の摘発者数全体の22.5%を占め、他の犯罪と比べ高い水準が続いている。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO47466240Y9A710C1CC0000/
・京都放火事件の報道やネットなどの風評でつらい思いをしている皆さまへ（7月20日）
認定NPO地域精神保健福祉機構・コンボ
共同代表　宇田川　健
　私達、精神障害をもっていて、通院している人間としては思うことは、こうした事件の報道が起きるたびに、「まわりの人から危険な人として見られているのではないか」と不安に感じたり、あるいは、自らへの差別意識を強くしてしまう方もたくさんいらっしゃるということです。
それは本当につらいことですし、またやり場のない怒りや、今回の報道では特に、世界中を敵に回したような、恐怖や悲しい思いを感じられる方も多くいらっしゃると思います。私自身もそういう人間のひとりです。
　どうぞ自らの暮らしを大切にしていただければと思います。私達NPO法人コンボでは、リカバリーという考え方にもとづいて、いろいろな発信をしてきました。ただ「精神障害者」という社会からはられたレッテルに影響されないことはとても難しいものです。事件報道が起きるたびに不可能とすらいえます。
　このような事件報道やSNSの風評の影響によって、地域で生活することが、また難しくなるのではないか、精神障害をもっている人への偏見が強くなり、自分自身が攻撃されてしまうのではないかと、恐れ、普通の生活に支障をきたしている方多いのではないでしょうか。
　このような事件報道があるたびに、体や心が固まったようになったり、外に出るのも難しくなってしまう方もいらっしゃるかもしれません。通院すらも難しくなってしまうこともあるかもしれません。公共交通機関を利用するとき、じっと見られてると怖い思いをされる方もいらっしゃるかもしれません。個人的に攻撃をされてしまうのではないかと、恐れ、うちにこもる方もいらっしゃるかもしれません。
　そんなときには、あえて、うちにこもっていいと思っています。なぜなら、何度も挫折しようが、またリカバリーの道を歩むことは可能だからです。
　私達は今は、本当に理解ある人に、つらい思いや怒り、恐怖心を吐き出す場が必要だったり、仲間と話をして、そういう思いを共有することも大切なことではないでしょうか。
　そうしていくうちに、少しでも体や心の固まったような状態が緩んでくると、しなやかな考え方ができるようになります。それには経験からとても時間がかかることだということは、いろいろ経験してきたことから、私達は知っています。
　苦しい、怖い、つらい思いを周りの人と共有できない方のために、その気持ちをお書きいただく場をつくってみました。本来であれば、みなさんのつらい気持ちを閲覧出来るようにしたいところですが、心ない書き込みがあるかもしれませんので、書き込まれた文章は、ある程度まとまった段階でコンボのホームページで見られるようにしたいと思います。
　どうぞ、こちらに書き込んで吐き出してください。
https://forms.gle/qt71je6N8aS7CApLA

　私達は時間がかかるかもしれませんが、地域での普通の暮らしを再び取り戻すことは、きっとできると思います。今は個人が無理をして、がんばる時期ではないかもしれません。冷静にしなやかに考えられる時期を待ちませんか。私はそうします。（コンボ　宇田川健）
https://www.comhbo.net/?page_id=22913
・懲戒権見直しへ議論開始　法制審部会、嫡出推定も（日経新聞・7月29日） 
親権者に必要な範囲で子どもを戒めることを認めている民法の「懲戒権」と、無戸籍者の主要因となっている民法の「嫡出推定」の見直しを議論する法制審議会の部会が29日、初会合を開いた。部会には、有識者らでつくる法務省の研究会が23日付で公表した見直し案が、参考資料として提出された。
「しつけ」名目の虐待が相次ぐ中、親の体罰を禁止する改正児童虐待防止法と改正児童福祉法が6月に成立。施行後2年をめどに懲戒権の在り方を検討するとしている。
研究会案は(1)規定を削除(2)「懲戒」の文言の変更(3)許されない範囲の明確化――の三つの考え方を提示。このうち削除案では、正当なしつけもできなくなるとの意見に配慮する必要があるとした。
文言変更案は、懲戒権を「しつけ」などに変えるものだが、効果に疑問も出ている。範囲の明確化案は、体罰禁止などを明記するものだが、精神的虐待の防止への検討も求められるとした。
嫡出推定は、女性が結婚後200日経過後、または離婚して300日以内に出産した子どもは夫や前夫の子とみなす規定。研究会は離婚後300日以内でも、女性がその時点で再婚していれば、夫の子とみなす案を示し、離婚時に妊娠している女性の再婚禁止期間は不要になるとした。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO47919270Z20C19A7CR8000/
・都立高の頭髪黒染め指導、反対署名1.9万人　都教委「中止」明言（毎日新聞・7月30日）
　東京都立の高校の一部が、生徒の地毛でも黒く染めさせている頭髪指導を巡り、NPO代表や弁護士ら有志が30日、指導中止を求める1万9065人分の署名や要望書を都教育委員会に提出した。都教委は地毛の黒染め指導を行わないと回答した。
　署名活動は、子供の社会問題に取り組むNPO法人「フローレンス」代表理事の駒崎弘樹さん（39）や、都内の私立高校で実際に地毛の黒染め指導を受けた女性ら5人が発起人となって5月にスタートした。インターネットにサイトを設けて賛同者を募ってきた。
　署名に合わせ①都立学校で黒染め指導をしないよう通達する②各校のホームページに校則を掲載するなど情報公開を推進する――の2点を求める要望書も都教委に出した。
　これに対し、都教委高等学校教育指導課の佐藤聖一課長は「生来の頭髪を一律に黒染めするような指導は行わない」と明言。校則の公開については「学校の特色を掲載するページを充実させる取り組みを行っている」と述べるにとどめた。
　学校の頭髪指導を巡っては、2017年、生まれつき茶色い髪の黒染めを強要されて精神的苦痛を受けたとして、大阪府立高の3年生だった女子生徒が約220万円の損害賠償を求めて大阪地裁に提訴し、係争中だ。
　提訴をきっかけに、行き過ぎた頭髪指導や時代遅れの校則を見直そうという機運が各地で高まった。しかし、その後も一部の中学校や高校では、地毛であっても黒く染めさせる対応が続いている。
　今回の署名活動に協力した家庭用品のプロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン（P＆G）が今年2月、現役の中高生400人を含む計600人を対象に実施した調査で、13人に1人が地毛の黒染めを求める指導を受けた経験があったことが分かっている。
https://mainichi.jp/articles/20190730/k00/00m/040/122000c
・子どもの権利を代弁する「アドボケイト」は、子どもの望みを叶えられるか？（ハーバー・ビジネス・オンライン・7月31日）
「子どもの権利」に対する尊重は始まったばかり
　今年6月、児童福祉法の一部が改正され、附則に次のように書かれた。
「政府は、この法律の施行後二年を目途として、児童の保護及び支援に当たって、児童の意見を聴く機会及び児童が自ら意見を述べることができる機会の確保、当該機会における児童を支援する仕組みの構築、児童の権利を擁護する仕組みの構築その他の児童の意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮されるための措置の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」（参照：厚生労働省）
　この法律は「令和二年四月一日から施行する」ので、2022年3月31日までに「児童の最善の利益が優先して考慮されるための措置」が講じられる見込みだ。日本の児童福祉の現場では、親に虐待されるなどの事由によって保護や支援が必要になった児童自身の声を、これまで十分に尊重してこなかった。
　今回の改正は、子どもの権利条約に批准している国として、以下の条約の内容に重い腰を上げて従った結果だろう。
【子どもの権利条約　第4条】
　締約国は、この条約において認められる権利の実現のため、すべての適当な立法措置、行政措置その他の措置を講ずる。締約国は、経済的、社会的及び文化的権利に関しては、自国における利用可能な手段の最大限の範囲内で、また、必要な場合には国際協力の枠内で、これらの措置を講ずる。
　では、改正児童福祉法に明記された「児童が自ら意見を述べることができる機会の確保」は、具体的にどういう形で実現するのか？
　これについては今後2年間、文科省や厚労省の官僚が検討するのだろうが、「自国における利用可能な手段の最大限の範囲内」はまだ手探り状態だ。
　たとえば、親に虐待されている子どもがいても、日本の子どもは、義務教育で虐待の定義を教わることもなければ、誰に相談できるのかも知らない。子ども自身が生き残るための必要不可欠な知識を教えられていないどころか、子どもの権利条約に明記された4つの権利をすらすら言える教師や校長、政治家、保護者も極めて珍しい。
日本各地でも増え始めたアドボケイトの勉強会
　そんな惨状の中、周囲の大人の気づきによって、たまたま児童相談所に保護されることで、自分が親にされたことを「虐待」だと理解する子どももいる。
　しかし、なぜ被害者の自分が一時保護所へ入れられ、職員に行動を制限されているのかに納得できないまま、知らない大人たちの間で「いつ家に帰れるのか」と不安を抱えている子どもは少なくない。
　このように、自分自身の権利を行使できない子どもの本音を聞きとり、児相の職員などの大人に対して子どもと随伴して代弁する役割を「アドボカシー（advocacy）」といい、代弁者を「アドボケイト（advocate）」という。昨今では、こうした代弁による権利行使を普及させるために活動し、子どもの声を聞く技術を学ぼうとする民間の団体が勉強会を開催している。
　子どもアドボカシー広島、子どもNPOセンター福岡、こどもフォーラム（名古屋）、子どもの声からはじめようプロジェクト（東京）の4団体は今年7月、子どもアドボカシーを法制度化しているイギリスで、アドボケイトを養成してきた第一人者のジェーン・ダリンプルさんを日本に招いた。
　子どもアドボカシー広島のホームページによると、大阪・鳥取などでも子どもアドボケイト養成のための勉強会が始まっており、全国ネットワークが立ち上がる見込みという。
　イギリスのアドボカシーサービスについて現地調査をした熊本学園大学の堀正嗣・教授は、アドボケイトの具体的な役割をこう説明する。
「アドボケイトの基本姿勢は徹底した傾聴。『私の役割はあなたの声を届けること』『秘密は守るよ』と伝えた上で、子どもがどんな経験をしたか、どんな気持ちか、何を望んでるか、などを聞き出す。子どもがうまく話せないときは、手紙や絵で表現してもらい意見形成を手伝う。里親委託か施設入所か帰宅か、といった子どもの処遇を話し合う場には子どもと一緒に出席して意見表明を支えたり、『その説明では伝わらない。子どもに分かるよう言い直して』と大人たちに要求したりする」（2019年2月21日付の西日本新聞朝刊より）
ルールを知る者は、子どもを言いくるめてしまう
　しかし、大人でも権利意識が乏しい日本では、自助や共助より公助としての制度を真っ先に頼りがちになる。すると、どうしても役人の声が子どもの声より優先されてしまいかねない。そこで、堀教授は民間で市民がアドボケイトを担う必要を訴えている。
「（日本の）子どもは事実上の無権利状態。日本にもアドボカシーセンターのような第三者機関が必要だ。アドボケイトは一般市民の中から育てる必要がある。元教員や元ケースワーカーなどはあまり向かない。学校や児相のルールを知っているため無意識に子どもを言いくるめてしまう可能性があるからだ」（同上）
　この指摘は、きわめてまっとうだろう。
　現実には、民間の子どもシェルターとかかわる弁護士がアドボケイトを担当し、子どもの声に基づいた代弁によって親権者を説得することもあるが、アドボケイトは必ずしも法律の専門家である必要はない。
　むしろ、先回りした助言で大人の都合を押しつけず、不安に揺れる子どもを安心させられるコミュニケーション能力や、制度ではなく民間の社会インフラで子どもを救うための最新の知識、ゆっくりじっくり子どもとつき合う辛抱強さや時間的な余裕などが、資質として問われていくだろう。
　いずれにせよ、子どもの本音に基づいて、彼らの望みに忠実に動こうとすれば、制度の壁が立ちふさがることが珍しくない。
　たとえば、未成年の子ども3人を育ててきたひとり親家庭で、親が働けなくなってしまったのに頼れる親戚もいない場合、子どもたちが「児童相談所の世話になりたくない」「家の近所の友達とも離れたくない」と切実に訴えてきたら、アドボケイトは誰にどういう救済を求めるのだろうか？
　たとえば、シングルファーザーに性的虐待を受けてきた娘が、「児童養護施設や子どもシェルターに入るなんて絶対にイヤ。お父さんを警察へ突き出してよ。こんな忌まわしい家にいたくない。家出したい」と泣いて訴えてきた時、どういう知恵でその望みに向き合うのだろうか？
あなたが貧困や虐待に苦しむ子どもだったら…
　日本では、学校に入るのも辞めるのも、アルバイトに就くときも、アパートを借りる際も、スマホを契約したくても、未成年の場合、それらの権利行使には親権者の許可が必要となる。
　アドボケイトの役割は、親権者に子どもの切実な訴えを伝えるだけでなく、親権者に対してさまざまな許可を取り付けることにねばり強く説得することになるだろう。親権者には、ヤクザもいれば、荒っぽい人もいる。うそつきもいれば、約束を平気で反故にする人もいる。
　児相の職員が相手でも、彼らは忙しくて十分な相談時間が取れないおそれもある。
　アドボケイトの実務が想像以上に大変だろうことは、容易に察せられる。
　遅かれ早かれ、アドボケイトを普及させるには、「プロ」として仕事内容に見合う報酬が得られる仕組みを検討しなければならなくなるはずだ。お役所仕事になってしまっては子どもが割を食うので、公務員化は難しい。民間で仕事として成立させるなら、どのようなマネタイズが適切なのかも課題になる。
　全国の児童相談所に寄せられる虐待相談だけでも、年間13万件以上もあり、その1件ずつに、困っている子どもがいる。しかも、年々増え続けるばかりで、ここ30年間、減ることがなかった。今後も増え続ける数に見合うだけのアドボケイトを養成しようと思えば、気の遠くなる作業になる。
　以上をふまえると、筆者はアドボケイトの必要性は十分にあると共感しつつも、子どもにとって最優先に必要なことは、子どもが自分の権利を行使できる法律への改正と、子どもに親権者を選ぶ権利を与えない現行制度の見直しではないかと考えてしまう。
　それは、有権者の大人にしかできないことだ。
　さて、子ども貧困や虐待に心を痛めている読者のあなた。
　あなたは、アドボケイトになりたいだろうか？
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